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第８２号議案 

 

令和４年度大村市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

第１条 令和４年度大村市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

 

第２条 令和４年度大村市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科   目）   （既決予定額）   （補正予定額）     （計） 

収 入 

第１款 水道事業収益  2,497,165 千円     10,000 千円   2,507,165 千円 

第１項 営業収益   2,217,816 千円   △190,000 千円   2,027,816 千円 

第２項 営業外収益   279,346 千円     200,000 千円     479,346 千円 

 

支 出 

第１款 水道事業費用  2,124,858 千円      10,000 千円   2,134,858 千円 

第１項 営業費用   1,899,318 千円      10,000 千円    1,909,318 千円 

 

 

第３条 予算第１０条中「２２５，６６６千円」を「４２５，６６６千円」に改める。 

 

 

 

令和４年１１月４日提出 

 

大 村 市 長  園  田  裕 史 
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既決予定額 補正予定額 計

（千円） （千円） （千円）

1 水道事業収益 2,497,165 10,000 2,507,165

1 営 業 収 益 2,217,816 △190,000 2,027,816

1 給 水 収 益 2,186,961 △190,000 1,996,961 水道料金減免

2 営業外収益 279,346 200,000 479,346

2 他 会 計 補 助 金 106,447 200,000 306,447 一般会計補助金

既決予定額 補正予定額 計

（千円） （千円） （千円）

1 水道事業費用 2,124,858 10,000 2,134,858

1 営 業 費 用 1,899,318 10,000 1,909,318

3 業務及び総係費 201,022 10,000 211,022

令和４年度大村市水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

支               出

款 項 目 備　　考

収               入

款 項 目 備　　考
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既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 282,982 0 282,982

減価償却費 835,994 0 835,994

固定資産除却費 9,999 0 9,999

貸倒引当金の増減額（△は減少） △336 0 △336

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,777 0 20,777

賞与引当金の増減額（△は減少） △54 0 △54

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 277 0 277

修繕引当金の増減額（△は減少） 0 0 0

長期前受金戻入額 △162,152 0 △162,152

受取利息及び配当金 △29 0 △29

支払利息 161,482 0 161,482

有形固定資産売却損益（△は益） 1 0 1

未収金の増減額（△は増加） △17,388 21,850 4,462

未払金の増減額（△は減少） △56,744 △544 △57,288

たな卸資産の増減額（△は増加） 220 0 220

前払金の増減額（△は増加） 0 0 0

前受金の増減額（△は減少） △50 0 △50

預り金の増減額（△は減少） 0 0 0

小計 1,074,979 21,306 1,096,285

利息及び配当金の受取額 29 0 29

利息の支払額 △161,482 0 △161,482

業務活動によるキャッシュ・フロー 913,526 21,306 934,832

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,342,561 0 △1,342,561

有形固定資産の売却による収入 1 0 1

無形固定資産の取得による支出 0 0 0

無形固定資産の売却による収入 0 0 0

国庫補助金等による収入 0 0 0

一般会計からの繰入金による収入 116,300 0 116,300

負担金による収入 118,290 0 118,290

出資金による収入 0 0 0

寄附金による収入 1 0 1

その他投資による支出 △1 0 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,107,970 0 △1,107,970

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 830,900 0 830,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △885,504 0 △885,504

その他の企業債による収入 0 0 0

その他の企業債の償還による支出 0 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △54,604 0 △54,604

資金増加額（又は減少額） △249,048 21,306 △227,742

資金期首残高 1,478,855 268,172 1,747,027

資金期末残高 1,229,807 289,479 1,519,286

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

令和４年度大村市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 321,949,590

ﾛ 700,399,710

△ 349,690,650 350,709,060

ﾊ 28,927,336,247

△ 13,076,984,097 15,850,352,150

ﾆ 7,821,765,290

△ 5,731,945,279 2,089,820,011

ﾎ 20,817,900

△ 19,030,625 1,787,275

ﾍ 93,596,320

△ 69,710,783 23,885,537

ﾄ 560,405,897

19,198,909,520

(2)

ｲ 188,700

ﾛ 728,830

917,530

(3)

ｲ 108,530

108,530

19,199,935,580

2

(1) 1,519,285,890

(2) 235,854,337

△ 1,370,953 234,483,384

(3) 50,000

(4) 14,161,851

(5) 48,085,000

1,816,066,125

21,016,001,705

貯 蔵 品

そ の 他 投 資

電 話 加 入 権

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

前 払 金

資 産 合 計

投資その他の資産合計

保 管 有 価 証 券

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

令和４年度大村市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和５年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

減 価 償 却 累 計 額

資 産 の 部　

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定
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3

(1)

ｲ 9,365,198,128

9,365,198,128

(2)

ｲ 158,325,180

ﾛ 109,676,621

268,001,801

9,633,199,929

4

(1)

ｲ 885,501,948

885,501,948

(2) 379,020,733

(3) 4,575,890

(4)

ｲ 14,507,000

ﾛ 2,927,000

17,434,000

(5) 34,511,949

(6) 50,000

1,321,094,520

5

(1) 6,091,226,598

(2) △ 2,160,059,508

3,931,167,090

14,885,461,539

6 4,001,369,672

7

(1)

ｲ 462,602,491

ﾛ 4,635,543

ﾊ 2,377,481

ﾆ 85,614,194

ﾎ 6,292,204

ﾍ 1,544,407

ﾄ 631,872

ﾁ 7,400,000

571,098,192

(2)

ｲ 建設改良積立金 250,000,000

ﾛ 1,308,072,302

1,558,072,302

2,129,170,494

6,130,540,166
21,016,001,705

引 当 金

充てるための企業債

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計

負 債 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 の 部　

工 事 負 担 金

資 本 金

前 受 金

充てるための企業債

資 本 剰 余 金

企 業 債

負 債 の 部　

固 定 負 債

引 当 金 合 計

剰 余 金

流 動 負 債

預り保証有価証券

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に

企 業 債 合 計

未 払 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

加 入 金

寄 附 金

他 会 計 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １５～５０年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １５年 

   工具・器具及び備品   ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する 

金額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

（４） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上し

ている。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

  令和４年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 

１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，９２７，１

３１千円である。 

２ 令和４年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

  （１）賞与引当金の取崩し 

令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１４，５６１ 

千円を取り崩すこととする。 

  （２）法定福利費引当金の取崩し  

     令和４年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、法 

定福利費引当金２，６５０千円を取り崩すこととする。 

  （３）貸倒引当金の取崩し 

     令和４年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１，７０７千 

円を取り崩すこととする。 

 Ⅲ その他注記 

   新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（３１１，６４７千円）については、平成２６年度から職員の退職まで 

の平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理している。 

（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り 

崩すこととする。 

（３）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本 

剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産 

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべて 

の資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象と 

した按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

（４）大村市簡易水道事業の統合 

平成２９年度から、大村市簡易水道事業の資産、負債、資本等をすべて引き継いで、財務諸 

表等を作成している。 
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